
��������	
��
������ ��

所
�
�
��
�
�
�
�
�
岩
手
県
雇

用
開
発
協
会
高
齢
者
雇
用
支
援
課

�
０
１
９（
６
５
４
）２
０
８
１　

　　　

所
得
が
低
く
、特
に
生
計
維
持

が
困
難
な
人
に
つ
い
て
、介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス（
訪
問
介
護
・
通
所
介

護
・
短
期
入
所
・
特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム
）を
行
う
社
会
福
祉
法
人

な
ど
が
利
用
者
負
担
額
を
軽
減
す

る
制
度
で
す
。

�
�
�
�
�
�
��
	


▼
市
民

税
が
非
課
税
の
世
帯
で
あ
る
▼
年

間
収
入
が
単
身
世
帯
で
１
５
０
万

円（
世
帯
員
が
一
人
増
え
る
ご
と

に　

万
円
を
加
算
し
た
額
）以
下

５０
で
あ
る
▼
預
貯
金
な
ど
が
単
身
世

帯
で
３
５
０
万
円（
世
帯
員
が
一

人
増
え
る
ご
と
に
１
０
０
万
円
を

加
算
し
た
額
）以
下
で
あ
る
▼
世

帯
が
日
常
生
活
を
送
る
た
め
に
必

要
な
資
産
以
外
に
資
産
を
所
有
し

て
い
な
い
▼
負
担
能
力
の
あ
る
親

族
な
ど
に
扶
養
さ
れ
て
い
な
い
▼

介
護
保
険
料
を
滞
納
し
て
い
な
い

―
の
す
べ
て
に
該
当
す
る
人�
�

�
�
�
�
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の

介
護
費
負
担
お
よ
び
こ
れ
に
伴
う

食
費
、居
住
費（
滞
在
費
）の
４
分

の
１（
２
分
の
１
に
な
る
場
合
あ

り
）を
軽
減
し
ま
す
。��
�
�
�

���

在
留
資
格
な
ど
に
つ
い
て
、岩

手
県
行
政
書
士
会
の
協
力
に
よ
り

相
談
を
受
け
付
け
ま
す
。

�
�
�
�
7
月　

日�
　

時
〜　

２７

１３

１６

時�
�
�
�
市
役
所
本
庁
会
議
室

棟
※
要
予
約
。必
要
な
場
合
は
中

国
語
の
通
訳
が
対
応
し
ま
す
。

�
�
�
�
��
�
�
	


�
�
本

庁
協
働
推
進
課

　

全
業
種
の
取
引
上
の
無
料
相
談
、

裁
判
外
紛
争
解
決
手
続
き
、下
請

け
適
正
取
引
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
普

及
啓
発
の
た
め
、移
動
相
談
所
を

開
設
し
ま
す
。相
談
料
無
料
。

�
�
�
�
７
月　

日�
・　

月　

２９

１０

２１

日�
・　

年
１
月　

日�
�
�
�

２１

２０

�
�
岩
手
県
南
技
術
研
究
セ
ン

タ
ー

�
�
��
�
�
�
�
�
い
わ
て
産

業
振
興
セ
ン
タ
ー�
０
１
９（
６

３
１
）３
８
２
２

　

助
成
金
制
度
の
説
明
や
助
成
金

の
手
続
き
に
つ
い
て
個
別
に
相
談

を
受
け
ま
す
。

�
�
�
�
７
月　

日�
　

時
〜　

２２

１３

１５

時�
�
�
�
一
関
公
共
職
業
安
定

�
印
鑑
・
要
件
に
該
当
す
る
事
実

を
確
認
で
き
る
書
類（
源
泉
徴
収

票
・
健
康
保
険
証
・
通
帳
な
ど
）を

持
参
く
だ
さ
い
。※
軽
減
制
度
を

実
施
し
て
い
な
い
事
業
所
も
あ
り

ま
す
。確
認
の
上
、申
請
く
だ
さ
い
。

�
�
��
�
�
�
�
本
庁
社
会
福

祉
課�
�
８
３
７
０
ま
た
は
各
支

所
福
祉
課

　
　

年
度
の
国
民
健
康
保
険
税
に

２０
つ
い
て
、　

月
か
ら
特
別
徴
収（
年

１０

金
天
引
き
）の
予
定
と
な
っ
て
い

る
人
の
う
ち
、　

・　

年
度
の
国
民

１８
１９

健
康
保
険
税
に
滞
納
が
な
く
、こ

れ
ま
で
国
民
健
康
保
険
税
を
口
座

振
り
替
え
に
よ
り
納
入
し
て
い
た

人
は
、申
し
出
に
よ
り
、こ
れ
ま
で

ど
お
り
口
座
振
り
替
え
で
納
入
で

き
ま
す
。

�
�
�
�
�
�
7
月　

日�
〜　

１０

３１

日�
�
�
�
�
�
�
本
庁
税
務
課

諸
税
係
ま
た
は
各
支
所
市
民
課
税

務
係�
�
�
�
�
�
印
鑑
を
持
参

の
上
、申
請
場
所
に
備
え
付
け
の

用
紙
に
必
要
事
項
を
記
入
。

�
�
��
�
�
�
�
本
庁
税
務
課

�
�
８
２
４
１

　

伝
達
性
牛
海
綿
状
脳
症（
Ｂ
Ｓ

Ｅ
）の
発
生
予
防
の
た
め
、満　

カ
２４

月
齢
以
上
の
死
亡
し
た
牛
に
つ
い

て
家
畜
保
健
衛
生
所
が
Ｂ
Ｓ
Ｅ
検

査
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
の
季
節
、気
温
の
上

昇
に
よ
り
死
亡
牛
の
腐
敗
が
進
む

と
正
し
い
検
査
判
定
が
で
き
な
い

恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

　

満　

カ
月
齢
以
上
の
牛
が
死
亡

２４

し
た
際
は
、速
や
か
に
検
査
場
所

へ
搬
入
く
だ
さ
い
。

�
�
�
�
��
�
�
	

�
東
北
油

化
㈱�
０
１
９
７�
５
０
２
２

�
�
��
�
�
�
�
県
南
家
畜
保

健
衛
生
所�
０
１
９
７�
３
５
３

１
　
　

年
５
月　

日
現
在
で
児
童
手

２０

３１

当
を
受
給
し
て
い
る
人
が
６
月
１

日
以
降
も
受
給
を
継
続
す
る
た
め

に
は
、　

年
度
か
ら　

年
度
へ
の

１９

２０

更
新
が
必
要
で
す
。ま
だ
更
新
の

手
続
き
を
し
て
い
な
い
人
は
、既

に
送
付
し
て
い
る「
現
況
届
用
紙
」

に
必
要
事
項
を
記
入
の
上
、早
急

に
提
出
く
だ
さ
い
。

�
�
�
�
�
�
�
�
▼
現
況
届
提

出
案
内
▼
現
況
届
記
入
例
▼
現
況

届
用
紙�
�
�
�
�
�
▼
受
給
者

と
支
給
要
件
児
童
が
別
居
し
て
い

る
場
合
は
、「
別
居
監
護
申
立
書
」

を
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

▼
受
給
者
が　

年
１
月
２
日
以
降

２０

に
一
関
市
に
転
入
し
て
い
る
場
合

は
、「
平
成　

年
度
所
得
証
明
書
」

２０

（　

年
１
月
１
日
に
住
所
が
あ
っ

２０た
市
区
町
村
が
発
行
す
る
も
の
）

を
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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�
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�
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▼
支
払
口
座
の
変
更
を
希
望
す
る

人
は
、「
口
座
変
更
届
」を
提
出
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

※
公
務
員（
独
立
行
政
法
人
を
除

く
）は
、勤
務
先
で
の
手
続
き
と
な

り
ま
す
。

�
�
��
�
�
�
�
本
庁
児
童
福

祉
課�
�
８
３
５
７
ま
た
は
各
支

所
福
祉
課

　

国
民
健
康
保
険
や
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
に
加
入
す
る
人
が
病
院

な
ど
に
入
院
し
た
場
合
、窓
口
で

支
払
う
自
己
負
担
額
を
低
く
す
る

た
め
、「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担

額
減
額
認
定
証
」の
手
続
き
が
必

要
で
す
。

　

既
に
こ
の
認
定
証
を
持
っ
て
い

る
人
は
、有
効
期
限
が
７
月　

日
３１

ま
で
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

８
月
以
降
も
引
き
続
き
入
院
に

よ
り
認
定
証
が
必
要
な
人
や
、新

た
に
入
院
す
る
こ
と
に
な
っ
た
人

は
、本
庁
国
保
年
金
課
ま
た
は
各

支
所
市
民
課
で
手
続
き
を
行
い
、

交
付
を
受
け
た
認
定
証
を
入
院
先

の
病
院
な
ど
へ
提
示
く
だ
さ
い
。

提
示
に
よ
り
、入
院
時
に
支
払
う

額
が
次
の
よ
う
な
取
り
扱
い
と
な

り
ま
す
。
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▼
高
齢
受
給
者
や
後
期

高
齢
者
医
療
保
険
の
住
民
税
非
課

税
世
帯
の
人
▼　

歳
未
満
の
人

７０

（
住
民
税
の
課
税
非
課
税
を
問
い

ま
せ
ん
）

�
�
�
�
�
�
��
�
	
�

�

�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
住
民
税
非
課
税
世
帯
の

人
�
�
�
�
��
�
�
	


�
�
本

庁
国
保
年
金
課�
�
８
３
４
３

　

付
加
年
金
は
、国
民
年
金
第
1

号
被
保
険
者
の
独
自
給
付
で
、１

万
４
４
１
０
円
の
月
額
保
険
料
に

月
額
４
０
０
円
の
付
加
保
険
料
を

上
乗
せ
し
て
納
付
す
る
こ
と
で
、

「
納
付
し
た
月
数
×
２
０
０
円
」の

金
額
が
将
来
の
老
齢
基
礎
年
金
額

に
加
算
さ
れ
る
制
度
で
す
。

　

例
え
ば
、　

年
間
付
加
保
険
料

１０

を
納
付
す
る
と
、（　

年
×　

月
）

１０

１２

×
２
０
０
円
＝
２
万
４
０
０
０
円

（
年
額
）の
金
額
が
上
乗
せ
さ
れ
ま

す
。よ
り
多
く
の
年
金
を
受
け
た

い
人
に
お
す
す
め
で
す
。

　

た
だ
し
、国
民
年
金
基
金
に
加

入
し
て
い
る
人
が
加
入
す
る
こ
と

は
で
き
ま
せ
ん
。

�
�
��
�
�
�
�
一
関
社
会
保

険
事
務
所　
�
�
４
２
４
６
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